
[統一的な基準]

○政令市の財政指標参考比較

○財政指標の用語及び算出の仕方

[他都市比較]

○政令市の財政指標参考比較（平成23年度）

○ 資 金 収 支 計 算 書 （ 平 成 27 年 度 ）

新潟市の財務書類

【資料】

○貸借対照表（平成28年3月31日現在）

○ 行 政 コ ス ト 計 算 書 及 び

○ 純 資 産 変 動 計 算 書 （ 平 成 27 年 度 ）
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（単位：円）

金額 金額
【資産の部】 【負債の部】
固定資産 1,277,128,519,255 固定負債 584,471,047,148
有形固定資産 1,220,584,333,900 地方債 538,920,577,078
事業用資産 544,362,940,016 長期未払金 0
土地 217,491,281,112 退職手当引当金 44,680,752,000
立木竹 36,644,616 損失補償等引当金 265,137,000
建物 687,209,244,059 その他 604,581,070
建物減価償却累計額 -391,704,360,164 流動負債 41,388,662,875
工作物 75,714,241,140 1年内償還予定地方債 37,914,485,000
工作物減価償却累計額 -45,682,791,660 未払金 59,988,853
船舶 0 未払費用 0
船舶減価償却累計額 0 前受金 0
浮標等 0 前受収益 0
浮標等減価償却累計額 0 賞与等引当金 2,775,678,154
航空機 0 預り金 576,745,798
航空機減価償却累計額 0 その他 61,765,070
その他 0 625,859,710,023
その他減価償却累計額 0 【純資産の部】
建設仮勘定 1,298,680,913 固定資産等形成分 1,282,890,828,601

インフラ資産 669,137,924,734 余剰分（不足分） -620,557,966,550
土地 305,799,880,599
建物 21,196,438,224
建物減価償却累計額 -12,965,556,428
工作物 598,545,881,940
工作物減価償却累計額 -265,102,353,109
その他 0
その他減価償却累計額 0
建設仮勘定 21,663,633,508

物品 13,569,041,900
物品減価償却累計額 -6,485,572,750

無形固定資産 265,389,162
ソフトウェア 242,367,162
その他 23,022,000

投資その他の資産 56,278,796,193
投資及び出資金 20,051,199,400
有価証券 0
出資金 20,051,199,400
その他 0

投資損失引当金 0
長期延滞債権 4,858,502,042
長期貸付金 7,777,302,214
基金 23,944,049,335
減債基金 15,162,601,706
その他 8,781,447,629

その他 0
徴収不能引当金 -352,256,798

流動資産 11,064,052,819
現金預金 2,690,369,146
未収金 1,138,692,898
短期貸付金 640,963,000
基金 6,609,700,765
財政調整基金 5,609,700,765
減債基金 1,000,000,000

棚卸資産 0
その他 0
徴収不能引当金 -15,672,990 662,332,862,051

1,288,192,572,074 1,288,192,572,074

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計

負債合計

【様式第１号】

一般会計等貸借対照表
（平成２８年　３月３１日現在）

科目 科目
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平成２７年度 新潟市財政指標 　　　※用語の説明及び算出の仕方は，次項をご覧ください。

新 潟 市 統一 1,604 3.7 51.7 51.4 29.7 780 △ 18,945,556 358 206 24.7 － 4.5

モデル

新 潟 市 統一 1,600 3.6 50.6 53.4 29.1 746 △ 31,672,108 361 210 24.9 － 4.2

2 札 幌 市 改訂 1,992 4.3 47.0 68.1 19.9 636 △ 13,440,025 347 146 21.0 97.7 3.7

3 仙 台 市 改訂 2,339 4.1 46.6 61.6 27.1 899 △ 7,544,774 325 168 18.5 87.0 4.3

4 さ い た ま 市 改訂 － － － － － － － － － － － －

5 千 葉 市 基準 2,944 4.1 － 49.2 32.8 1,496 27,324,490 412 115 17.4 － 15.2

6 川 崎 市 基準 1,207 6.8 － 74.7 17.3 305 △ 11,537,457 113 36 11.2 － 8.1

7 横 浜 市 改訂 6,629 5.2 67.3 70.1 20.1 1,984 27,100,000 768 330 13.8 96.7 6.2

8 相 模 原 市 改訂 1,202 3.2 53.8 61.1 22.6 468 △ 5,861,069 284 137 25.7 99.0 3.5

9 静 岡 市 改訂 1,909 4.9 48.1 64.4 21.9 681 △ 1,753,553 307 161 18.3 98.8 4.1

10 浜 松 市 基準 2,464 6.9 － 83.5 8.7 407 8,122,584 258 96 11.7 － 5.6

11 名 古 屋 市 改訂 1,985 4.2 67.1 56.1 32.0 871 65,321,000 337 144 23.3 103.2 6.4

12 京 都 市 統一 2,540 4.0 58.3 57.3 27.2 1,084 1,058,000 370 170 19.0 － 6.5

13 大 阪 市 改訂 3,184 4.8 51.2 61.4 29.1 1,230 85,293,300 465 186 19.6 96.2 5.4

14 堺 市 基準 2,489 5.8 － 78.3 11.2 540 △ 19,377,335 330 104 15.0 － 6.6

15 神 戸 市 改訂 3,880 8.3 52.1 76.1 17.0 926 27,477,720 368 179 11.7 103.0 7.1

16 岡 山 市 改訂 1,354 3.2 52.5 63.5 20.6 494 △ 12,589,992 303 146 27.4 90.4 4.8

17 広 島 市 基準 2,519 4.6 － 60.4 25.8 997 4,934,082 350 108 17.0 － 5.0

18 北 九 州 市 改訂 3,027 5.6 47.6 63.3 25.6 1,112 △ 1,589,043 389 188 15.3 104.3 5.5

19 福 岡 市 改訂 2,559 4.6 48.5 61.3 29.5 989 26,996,446 346 154 17.5 96.5 6.8

20 熊 本 市 改訂 1,376 3.3 － 60.7 － 541 298,100,000 321 146 － 97.1 5.6

2,484 4.8 53.1 64.4 23.2 863 24,545,382 355 154 18.2 97.5 6.0

2,070 3.8 54.5 55.4 28.2 915 △ 15,307,054 366 190 22.0 － 5.4

2,325 5.6 － 69.2 19.2 749 1,893,273 293 92 14.5 － 8.1

2,620 4.6 52.9 64.0 24.1 903 40,625,834 380 174 19.3 97.5 5.3

※平成28年8月末現在，さいたま市は未公表

※千葉市は単体ベース

※平成22年3月総務省発表の「地方公共団体における財務書類の活用と公表について」の指標を基に，各政令市HP等を参考に新潟市で独自に試算。

1

政令市平均（改訂）

政令市平均（基準）

政令市平均（統一）

政令市平均

平成２６年度 政令市の財政指標参考比較（普通会計財務書類）

市町村名 平　成　２　６　年　度　末

市町村名 モデル

平　成　２　７　年　度　末

住民一人
あたり
資産額
（千円）

歳入額対
資産比率
（年）

資産老朽化
比率
（％）

純資産比率
（％）

将来世代
負担比率
（％）

住民一人
あたり
負債額
（千円）

基礎的
財政収支
（千円）

住民一人
あたり

純行政コスト
（千円）

住民一人あた
り人件費・物
件費等
（千円）

行政コスト対
公共資産
比率
（％）

行政コスト対
税収等比率
（％）

受益者負担の
割合
（％）
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財政指標の用語及び算出の仕方

　（総務省「地方公共団体における財務書類の活用と公表について」に基づく算出）

1 住民一人あたり資産額（千円）

2 歳入額対資産比率（年）

歳入額対資産比率　＝　資産合計　/　歳入総額（収入合計＋期首歳計現金残高）

3 資産老朽化比率（％）

資産老朽化比率　＝　減価償却累計額　/　（有形固定資産－土地＋減価償却累計額）

4 純資産比率（％）

純資産比率　＝　純資産総額　/　資産総額

5 将来世代負担比率（％）

将来世代負担比率　＝　（地方債残高＋未払金）　/　（公共資産＋投資等）

　住民一人あたり資産額を算出することにより，将来世代に残っている資産がどれくらいあるかを

表し，資産形成度を比較します。本市の資産額が政令市平均より下回っている要因として，改訂モ

デル採用の都市との比較では，政令市としての経過年数が他の政令市より短いことから，政令市の

移譲事務である国県道の整備に基づく生活インフラ・国土保全の資産が少ないこと，また基準モデ

ル採用の都市との比較では，昭和43年以前の全ての資産を計上していることなどがあげられます。

住民一人あたり資産額　＝　資産合計　/　住民基本台帳人口

　当年度の歳入総額に対する資産の比率を算定することにより，これまで形成されたストックとし

ての資産が，歳入の何年分に相当するかを表し，これまでの資産形成施策へのシフト度合いを測る

ことができます。

　有形固定資産のうち，建物や工作物など耐用年数のある償却資産について，取得価格に対する減

価償却累計額の割合を計算することにより，耐用年数に対して資産取得からどの程度経過している

のかを表します。都市基盤や各種施設の整備に対する老朽化の度合い，資産の延命化や施設の見直

しの必要性などがわかります。

　地方公共団体は，地方債の発行を通じて，将来世代と現世代の負担の配分を行っており，純資産

の変動は，将来世代と現世代との間で負担の割合が変動したことを意味します。将来に対する行政

サービスを提供するうえで，現世代が自らの負担によって将来世代も利用可能な資産をどのくらい

蓄積しているかを表しますが，純資産の減少は，将来世代に負担が先送りされたこと（負債比率の

増）を意味します。

　都市基盤や各種施設の整備など，これまで形成された社会資本に対して，将来返済が必要な負債

がどれくらいあるかを表します。地方債残高からは，社会資本形成の財源に直接充当していない臨

時財政対策債や減税補てん債等は除きます。
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6 住民一人あたり負債額（千円）

7 基礎的財政収支（プライマリーバランス）（千円）

基礎的財政収支　＝　収入総額－地方債発行額－財政調整基金及び減債基金取崩額
　　　　　　　　　　－支出総額＋地方債償還額＋財政調整基金及び減債基金積立額

8 住民一人あたり行政コスト（千円）

住民一人あたり行政コスト　＝　純経常費用（純経常行政コスト）　/　住民基本台帳人口

9 住民一人あたり人件費・物件費等（千円）

住民一人あたり行政コスト　＝　行政コスト（人や物にかかるコスト）/住民基本台帳人口

10 行政コスト対公共資産比率（％）

行政コスト対公共資産比率　＝　経常費用（経常行政コスト）　/　公共資産

11 行政コスト対税収等比率（％）

行政コスト対税収等比率　＝　純経常行政コスト　/　税収等

12 受益者負担の割合（％）

受益者負担の割合　＝　経常収益　/　経常費用（経常行政コスト）

　税収などの一般財源等に対する純経常行政コストの比率を表すことにより，当該年度の税収等の

うち，どれだけ資産形成の伴わない純行政コストに消費したかを比較することができます。この比

率が100%に近づくほど資産形成の余裕度が低いといえ，さらに100%を上回ると，過去から蓄積した

資産が取り崩されたことを表します。

　行政サービスの提供に対する受益者負担の割合を表すことにより，受益者負担の水準を比較する

ことができます。基準モデルの割合が高いのは，経常収益の中に財産収入や諸収入が加わるためで

す。

住民一人あたり負債額　＝　負債総額　/　住民基本台帳人口

　住民一人あたり負債額を算出することにより，将来世代に残っている負債がどれくらいあるかを
表し，財政の持続可能性（健全性）を比較することができます。

　公債の元利償還額等を除いた歳出と公債発行収入等を除いた歳入のバランスを表し，財政の持続
可能性（健全性）を比較することができます。

　住民一人あたり純経常費用（純経常行政コスト）を算出することにより，地方公共団体の経常的

な行政サービスに係る費用がどれくらいかを表し，行政サービスの効率性を比較することができま

す。

　行政コストの中から人件費や物件費等に絞り込んで，住民一人あたりの行政コストを算出するこ

とにより，より具体的な行政サービスの効率性を比較することができます。

　行政コストの公共資産に対する比率をみることで，どれだけの資産でどれだけの行政サービスを

提供しているか（資産が効率的に活用されているか）を比較することできます。
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